
住宅確保要配慮者における総合的な支援策について 

 
住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティ 
ネット法）の改正について 

 

▼改正の背景 

 ・単身世帯の増加、持ち家率の低下などにより、今後、高齢者や低額所得者などの住宅確
保要配慮者（以下「要配慮者」という。）の賃貸住宅への円滑な入居に対するニーズが更
に高まることが見込まれます。 
・一方で、賃貸人の中には、孤独死や死亡時の残置物処理、家賃滞納等に対して懸念を持
っている方が多くいます。 

 

▼課題への対応 

・こうした状況を踏まえ、要配慮者に対して入居前や入居後の支援を行う居住支援法人な
どの地域の担い手の協力を得ながら、要配慮者が安心して居住できる環境を整備するた
め、要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）等
を改正するものです。 

 
▼法改正の具体的な内容 

 ・市区町村による居住支援協議会の設置を促進（努力義務化）し、住まいに関する相談
窓口から入居前・入居中・退居時の支援まで、住宅と福祉の関係者が連携した地域にお
ける総合的・包括的な居住支援体制の整備を推進します。 
・居住支援協議会とは、地方公共団体の住宅部局・福祉部局、居住支援法人、不動産関
係団体、福祉関係団体等を構成員とした会議体をいいます。 
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▼住宅確保要配慮者の種類 

 ・法律による規定 …低額所得者、障がい者、子どもを養育している者 など 
・省令による規定 …外国人、児童虐待を受けた者、DV 被害者、犯罪被害者 など 
・基本方針による例示 …児童養護施設退所者、LGBT など 

 
▼恵庭市における対応 

 ・セーフティネット担当部局及び福祉部局並びに福祉関係団体等と連携し、同法改正及び
生活困窮者自立支援法の改正と合わせ、住宅確保要配慮者への対応を検討していきます。 

 
 
 

道営住宅における入居要件の見直しについて 
 
▼見直しの背景 

・近年、人口減少や労働力不足など地域が抱える課題解決に向けて、公営住宅の活用が
求められています。 
・経済的不安や社会的な理解が進んでいないことなど、様々な事情により賃貸住宅への
入居が困難となる方がいるなど、住宅へのニーズが多様化しています。 
・道営住宅は、同居する親族がいることを入居要件としているが、様々な事情により住
宅に困窮しているにも関わらず同居親族がいないことで、入居申し込みができないとい
った課題も生じています。 

 
▼課題への対応 

・上記状況を踏まえ、多様化する住宅困窮者が道営住宅へ入居できるよう、道営住宅にお
ける関係規定の改正を行いました。 

 
▼入居要件の見直し 

 ・「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給に関する法律第２条第１項に規定する住
宅確保要配慮者であって、知事が別に定めるもの」を入居要件に追加した。 

 
 
 
 
 
 ▼恵庭市営住宅における対応 

 ・道営住宅における対応に鑑み、今後、入居募集の実態等を踏まえ、入居要件の見直しに
ついて検討していきます。 

外国人（日本国籍を有しない者）、拉致被害者、犯罪被害者、矯正施設退所者、生活
困窮者、児童福祉施設退所者、同性カップル、ＵＩＪターンによる転入者、生活支援等
のため近隣に居住する必要のある介護福祉士、保育士 等 
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